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国立成育医療研究センターにおける小児・周産期領域における新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）対策の総括と提言 

 

要旨 

 

2019 年の年末に最初の症例が報告されて以降、新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）に

よる感染症である coronavirus disease 2019 (COVID-19)は世界中に広がり、2023 年 3 月時

点で 7 億 5 千万人以上の患者と、650 万人以上の死者を出している。成人への新型コロナワ

クチンの普及と感染力の強い変異株の流行に伴い、流行の中心は高齢者 ・成人から徐々に小

児を含む若年層に移って行った。成人に比べれば重症化率は低いものの、患者の絶対数が増

えたことで小児でも重症例 ・死亡例が増加し、大きな社会問題となった。一方で小児 ・周産

期領域の COVID-19 に関するエビデンスは少なく、本邦を含め様々な国から出された新型

コロナウイルス関連のガイドラインやガイダンスなども小児・周産期領域についての記載

は少ないことが多く、臨床現場では様々な困難に対して手探りでの対応を余儀なくされた。

このような状況から、今後の COVID-19 対策、または新たな新興感染症に対する備えとし

て検討すべき事項として、①必要な小児 ・周産期医療ができていたかの検証と今後の対策、

②小児医療施設における工夫、③新型コロナワクチン接種の継続的な実施と小児のワクチ

ン接種率向上のための機会提供と啓発、④感染症対策を支援する医療体制の確立、⑤感染症

の特性に合わせた行政の柔軟な対応、⑥医療機関においてもゼロリスクではないことの理

解と許容、⑦風評被害対策、⑧人工知能 （AI）とオンラインシステムを活用した post-コロ

ナ時代の医療システムの抜本的変革、⑨電子カルテの標準化とデータベース構築、⑩医薬品

開発と産学官連携の充実、という 10 の項目に関する提言を作成した。詳細については是非

本文をご参照いただきたい。この総括と提言が今後の本邦の小児 ・周産期に関する新興感染

症対策に活かされることを期待している。 
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1. はじめに 

2019 年から始まった coronavirus disease 2019 (COVID-19)の世界的大流行の真の原因は

未だ解明されていない。しかしながら、人類が農業や産業革命を通じて地球環境や生態系に

極めて大きな変化をもたらした結果の一つである可能性は否定できない。この COVID-19

の世界的大流行の大きな波に我が国も 2020 年から巻き込まれ、多くの国民が身体、心理、

社会的に甚大な被害と影響を受けた。人類がこれまで経験した新しいウイルス感染症の世

界的大流行の多くは約 3 年間以内に大多数の人が抗体あるいは細胞性免疫を獲得すること

により終息してきた。COVID-19 の場合はそれよりもやや⾧い期間を終息に要する可能性

を否定できないが、2023 年３月になってようやく我が国でも感染大流行終息の兆しが見え

てきている。その様な時期に COVID-19 大流行の約３年間を振り返り、その期間中に受け

た COVID-19 による我が国の小児、周産期領域の身体、心理、社会的影響の実態を明らか

にし、国立成育医療研究センターが選択した COVID-19 に対する対策を総括し、反省と自

負の念を織り交ぜながら、未来に向けて提言することが、この貴重な体験を経験した私ども

の歴史的責務と考える。 

 3 年間以上にわたった COVID-19 大流行の期間中、COVID-19 に罹患した患者さんと御

家族の診療と支援を行いつつ、我が国の小児 ・周産期領域における高度先進医療機能を維持

し、そのさらなる向上を目指して国立成育医療研究センター病院の職員すべてが苦難に耐

えつつ奮闘を続けた。さらに、研究所職員も感染防御に最大限の注意を取りつつ、世界的レ

ベルの研究活動に邁進した。その間、少なくない数のセンター職員が、あるいはその家族が

COVID-19 に罹患した。本総括と提言はこの様な状況の中で、病院⾧と感染防御対策室の

メンバーが中心になってまとめたものである。 

 

理事⾧ 五十嵐隆 

 

2. 小児・周産期の新型コロナウイルス感染症に関する世界・国内の状況の変遷 

2019 年の年末に中華人民共和国で severe acute respiratory syndrome coronavirus 2 

(SARS-CoV-2)を原因とする感染症である COVID-19 が報告されてから 3 年が経過した。

COVID-19 は 2023 年 3 月現在、世界中で 7 億 5 千万人以上の感染者と、650 万人以上の死

者を出し 1、社会に大きな混乱を巻き起こした。流行の開始から今日に至るまで、COVID-

19 関連の対策・政策は常に成人患者が主体あり、小児・周産期医療への対策は後手に回っ

た。今後、小児・周産期の COVID-19 や新興感染症に対応してゆくには、これまでの状況

を振り返ることが重要である。そこで本稿では、小児・周産期に関連する COVID-19 の状

況や対応などについて、論文報告を踏まえ後方視的に報告する。 

 2019 年の年末に、中華人民共和国の武漢市を中心とした原因不明の肺炎が報告され、こ

れが後に SARS-CoV-2 による感染症であることが判明した。この時期に我が国の対応は、

水際対策と、武漢市の日本人滞在者の退避に主眼が置かれていた。政府は 2020 年 1 月～2
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月、計 5 回チャーター便で武漢市から邦人家族計 828 名を帰国させた 2。センター職員 （感

染症科医師）も、IDES（感染症危機管理専門家養成プログラム）修了生として、第 3 便に

搭乗し邦人退避の支援 （チャーター機対応）を行うとともに 3、厚生労働省新型コロナウイ

ルス感染症対策推進本部における業務に従事した。2020 年 2 月にクラスターが発生した客

船ダイヤモンド・プリンセス号が横浜港に入港したため、センター職員は乗船客および船員

の検疫 ・治療などの対応に大きな労力を割いた。その後、感染蔓延が国内にシフトしてゆく

が、流行の中心は成人であり、重症化する症例は高齢者が中心であったことから、小児 ・妊

婦に対する COVID-19 の影響は、一般成人 ・高齢者に比べれば小さいものであった。2021

年以前の COVID-19 の小児入院患者の多くは、無症状または軽症者の隔離目的入院であっ

た 4。しかしながら発達の未熟さから、食事 ・排泄に介助が必要な小児を、厳重な感染対策

下で診療する医療現場の負担は非常に大きく、感染力のある期間中は隔離を強いられるた

め、軽症例でも⾧期間の入院を要した。そのため、非 COVID-19 小児患者への通常診療を

縮小せざるをえない事態に至った。入院適応のない無症状 ・軽症な小児を保護者から隔離し

た状態で、入院の上経過観察をすることが適切なのか、本来どこで診療すべきか等は当初か

ら議論されている話題であるが、未だ明確な指針は示されていない。また、COVID-19 に

関する治療選択肢も、初期は極めて限られたものであった。治療薬に関しては、レムデシビ

ル、デキサメサゾンなど治療効果が確認され徐々に普及していったものから、ファビピラビ

ル、イベルメクチンなど、効果が確認されずに、使用されなくなったものまで様々な検証が

行われた。現在は一般成人の COVID-19 治療は確立されたと言ってよい状況であるが、小

児や妊婦に使用できる抗ウイルス薬は限定的で、未だ十分な治療選択肢があるとは言えな

い状況である 5。 

感染力が強いデルタ株が流行した 2021 年 7 月以降、小児 ・妊婦患者の数 ・割合は急激に

増加し、小児医療 ・周産期医療はより逼迫していった 6。デルタ株流行期以降は小児特有の

問題として、保育施設等におけるクラスターや職員の不足による医療体制の逼迫も大きな

問題となった 7。また、妊婦 COVID-19 患者が多数でていること、妊婦は非妊婦に比べ重症

化しやすいことなどが報告され 8,9、COVID-19 感染妊婦と、感染妊婦から出生した新生児

の診療をどのように遅滞なく実施するかは大きな社会問題となった。 

感染者の中心が成人から小児に移行していった要因の一つは、小児に対する新型コロナ

ワクチン普及の遅れによると考えられる。世界的には 2020 年 12 月頃から、国内では 2021

年 2 月頃には SARS-CoV-2 に対する mRNA ワクチンが使用され始めた。本邦では医療従

事者、高齢者等のハイリスク者から接種が開始となり、その対象は順次拡大されていった。

その結果、接種率が高くなった成人、高齢者の感染者数は減少し、相対的に小児患者の数や

割合が増えるという状況となった。2022 年 2 月にようやく本邦で 5～11 歳の小児に対する

新型コロナワクチンの接種が可能となり、2022 年 10 月より生後 6 か月～4 歳への接種も開

始された 6。日本小児科学会は「6 か月以上のすべての小児に対しての新型コロナワクチン

接種を推奨」しているが 10,11、2023 年 2 月末日時点で 5～11 歳の小児の新型コロナワクチ
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ン接種率 （2 回接種完了者）は 19.0% （3 回接種では 8.3%）と低いままであり 12、小児への

新型コロナワクチン接種率向上は今後の大きな課題となっている。また、妊婦への新型コロ

ナワクチン接種も有効性と安全性が確認され、本邦でもその接種が推奨されているが 13、

2022 年 3 月までの調査では妊婦 COVID-19 入院例の新型コロナワクチン(2 回接種)歴は

40％程度であり、今後の普及・啓発が課題である 14。 

 小児 COVID-19 の重症化率が低いことは事実であるが、全体の患者数が増えると、死亡

を含めた重症患者の数も増加する。小児患者が増加したオミクロン株流行期に実施された

積極的疫学調査では、2022 年 1 月 1 日から 9 月 30 日までの 9 か月間で、20 歳未満の小児

COVID-19 関連死亡（外傷を除く疾病による内因性死亡）50 例が報告されている 15。さら

には「来院時心肺停止例」が内因死 50 例中 22 例（44％）を占め、そのうち発症日に関す

る情報が得られた 20 例中、14 例 （70％）は発症から 2 日以内に心肺停止を起こしていた。

また、小児特有の病態である小児多系統炎症性症候群 （Multisystem Inflammatory Syndrome 

in Children: MIS-C）は、COVID-19 罹患後 2-6 週程度経過して発症する重篤な全身性の炎

症性症候群であるが 16、現在進行中の本邦の全国調査で、2023 年 1 月 12 日時点で 66 例が

MIS-C として報告されている 17。さらに COVID-19 罹患後の症状の遷延（Long-COVID）

については小児でも問題となっている。新型コロナワクチンは小児においても感染 ・重症化

の予防効果があり 18-23、MIS-C や Long-COVID を予防する効果も報告されており 24-26、本

ワクチンの小児への普及は今後の大きな課題となっている。 

このような流れの中で、国内外から COVID-19 診療に関する様々なガイダンス、提言な

どが出されてきたが、その多くは成人への対策を念頭に置いたものであり、小児 ・周産期領

域に関する内容の記載は少ないことが多かった。その理由の一つは、小児や妊婦などにおけ

る COVID-19 のエビデンスが少ないことが挙げられる。小児に特化した全国調査として小

児科学会が主体となったレジストリ（データベースを用いた国内発症小児 Coronavirus 

Disease 2019 (COVID-19) 症例の臨床経過に関する検討 27）、MIS-C 及び重症・中等症小

児 COVID-19 全国調査 17 が、妊産婦 ・周産期領域では日本産科婦人科学会の新型コロナウ

イルス （SARS-CoV-2）の感染妊婦のレジストリ 28、小児 ・周産期に特化したものではない

が、そこに含まれる小児 ・周産期のデータが利用可能なものとして国立国際医療研究センタ

ーが主体となって運営しているレジストリ（COVID-19 Registry Japan: COVIREGI-JP）29

などが存在する。いずれも参加施設が自発的に症例を登録するものであり、COVID-19 患

者全体に占める登録者の割合は限られたもので、国全体の動向の詳細を明らかにできるも

のではなかった。また本邦には新型コロナウイルス感染者等情報把握 ・管理システム （HER-

SYS）を用いた COVID-19 の全数報告システムがあるが、これを研究に生かすことができ

なかった。主要先進国の中で COVID-19 関連の論文数は本邦が最少であるという報告もあ

り 30、また新型コロナワクチンの開発でも他国に後れをとった現状も併せて勘案すると、

COVID-19 を含め、新興感染症に対する症例登録、研究開発システムの構築は今後の重要

な課題であると考えられる。 
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 簡単にではあるが、小児・周産期領域における COVID-19 の状況の変遷や課題について

記述した。COVID-19 のような新興感染症が発生した場合、小児・周産期領域のエビデン

スの発出 ・対応の構築は成人領域に比べ不十分になりがちである。これまでの対応をまとめ、

今後の新たな新興感染症の発生に備えておくことが重要であると考えられる。 

 

 

3. 国立成育医療研究センターにおける小児・周産期の新型コロナウイルス感染症対応 

当センターは、小児および周産期に特化した 490 床（うち小児集中治療室[pediatric 

intensive care unit, PICU]20 床、新生児集中治療室[neonatal intensive care unit, NICU]/新

生児回復室[growing care unit, GCU] 39 床、母体胎児集中治療室[maternal fetal intensive 

care unit, MFICU] 6 床）、臨床研究センター、研究所を有するナショナルセンターである。

本項では COVID-19 に対する当センターの取り組みを COVID-19 の発生段階ごとに、特

に小児 ・周産期領域に特異的な話題についての取り組みを総括し、その課題について考察す

る。 

 

1) 海外発生期（国内初感染例を確認した 2020 年 1 月まで） 

中華人民共和国湖北省武漢市に端を発した COVID-19 は、瞬く間に世界的大流行

（パンデミック）の状態に陥った。航空機が発達する前の時代と比較して、現代は

未曾有の感染症が覚知されてから、我が国に持ち込まれるまでの期間が大幅に短縮

されてきた。当センターでは、武漢市において COVID-19 が報告されはじめたタイ

ミングを「海外発生期」と捉えて、その状況をモニタリングした。当センターにて

まず行った対応について表 1 に示す。 

 

表 1. 当センターでまず行った対応 

現状の共有 ・院内全体に対して研修会（情報共有会）を実施 

・診療継続計画（BCP）の確認 

対策本部の設置 ・第１回の新型コロナウイルス感染症対策本部会議を開催 

（2020 年 2 月 25 日） 

院内スクリーニング ・国が公表する症例定義に基づき、院内でスクリーニング

基準を周知し、活用 

医 療 的 ケ ア 児 へ の 

対応 

・継続した在宅ケアを維持。注意喚起や登校への配慮 

 

教訓：当センターでこの時期に早急に行ったことおよび必要なこと 

A. 小児症例（特に重症例）の受け入れ体制を確認 

B. Surge capacity の確認（外来、検査、入院体制を含む）と病院の大方針の確認 
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C. 有事の際の情報共有体制の確認（院内・院外を含む） 

D. 患者さん向けの情報提供（広報） 

E. 小児および周産期分野における新興感染症に関する研究体制構築 

 

2) 国内発生初期（国内初感染症例以降、国内流行・都内流行期まで） 

この時期には、客船ダイヤモンド・プリンセス号の事案も発生し、国内の医療機

関は混乱を極めた状況であったが、焦点となった患者の年齢層が高齢であり、妊婦

および小児を対象とする当センターが直接的な患者受入などで受けた影響は非常に

小さかった。 

しかし、国内・都内の感染拡大期に備えて体制の構築を行う上で、新興感染症を

受け入れることを想定して設計・建築されていなかった病院において、COVID-19

の患者や疑似症 ・濃厚接触者を診療し、かつ非 COVID-19 患者に本来必要な医療を

充分かつ安全に提供するために、動線確保をどのように行うか、COVID-19 の患者

をどこで受け入れるかなどについて、医学的な知見や治療、予防対策も確立してい

ない状況で以下の点について検討を行いながら、試行錯誤の末に対応にあたった。

実際には、こうした事前準備 （preparedness）のために、院内および院外での協力体

制構築には相当な時間と労力（人的資源）を要した。 

国内発生初期の小児 COVID-19 の入院患者の多くは、無症状病原体保有者または

軽症者の隔離目的での入院であった。成人では整備されていた後方支援施設として

の受け皿の整備が、小児分野では十分とは言えない状況であった。医学的に入院適

応のある患者に対して医療を提供することは当然であるが、医学的には入院適応の

ない小児を⾧期間医療機関に入院させなければいけない状況は、患児にとって心身

共に不健全な環境であったと言える。結果的に、隔離目的に入院した COVID-19 患

者が、隔離室から医療者の意図に反して出てきてしまう事例も散見された。感染対

策および医療安全の視点と患者診療の視点から改めて見返しても、患者および現場

の医療スタッフには相当な労力がかかる上に安全の担保が難しい状況であり、これ

らを解決するためには、小児医療特有のルール作りが必要だったと思われる。 

 また周産期領域においては、COVID-19 に罹患した妊婦に対する対応、COVID-

19 罹患中に分娩に至った場合の出生児への対応、帝王切開で出産する場合の手術室

での対応などを周産期部門 （産科 ・新生児科）と感染制御チーム （ICT）が頻繁に話

合いやシミュレーションを行い、院内マニュアルを整備し、体制を構築した。この時

期には、胎内感染や分娩に伴う出生児への感染リスクが十分に把握されていないこ

とも踏まえ、厳重に対応した 31。日本新生児成育医学会から 「新型コロナウイルス感

染症に対する出生後早期の新生児への対応について」というガイダンスが発出され、

これに準拠して、徐々に対策を緩和し、COVID-19 罹患中の母から生まれた出生児

は、生後 24 時間以内と 48 時間以降での PCR 検査での陰性確認できれば、隔離予防
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策を解除する方針とした。（最終更新は、2021 年 12 月 8 日の第５版 32）。小児 ・周産

期の患者対応に配慮すべき内容と行った対応について表 2 にまとめた。 

 

表 2. 小児・周産期の患者対応に配慮すべき内容と行った対応 

検査体制 小児患者の検体採取には、成人とは異なる配慮が必要とな

る。年齢や発達段階にもよるが、鼻咽頭ぬぐい液の採取は

成人ですら気分の良いものではない。小児では、唾液検体

の採取が難しい患者も多く、検体採取を安全に行うため

に、検体採取する者と患者を固定する者が必要となり、人

的資源を要した。 

新型コロナ病棟の 

体制構築 

小児 ・妊産婦を受け入れるための病棟体制を構築するにあ

たり、ハード面とソフト面双方で対策を講じる必要があっ

た。ハード面では、動線の確保、陰圧装置の設置、室外か

ら観察しやすくなるよう病室扉の改造や室内外のコミュ

ニケーションを円滑に行うためのシステムの活用などが

挙げられる。一方、ソフト面では、COVID-19 院内対応マ

ニュアルの整備や個人防護具 （PPE）の確実な着脱の訓練、

患者・スタッフへのこころのケア体制などを整備した。 

救急外来の体制 発熱患者や気道症状を呈する患者は、検査診断ができない

限り、COVID-19 とそれ以外の感染症を含む原因を鑑別す

ることは不可能であることがわかってきた。病歴や症状に

基づくスクリーニングは最重要であるが、必要に応じて検

査を行う需要も増加したこと、また重点医療機関としての

役割だけでなく、診療 ・検査協力機関としての役割を担っ

ている当センターでは大きな負荷となった。 

面会や付添対応 成人を中心とした医療機関では、面会制限 （面会禁止）の

体制をとられていることがほとんどであったが、小児は療

養環境としても保護者を含む養育者の面会が必要である。

一方で、３つの密（密集・密接・密閉）を回避するよう、

面会・付添できる方の数や時間を制限し、対応を行った。 

また、Web を利用した面会方法を確立した。 

ゲート管理 病院には基本的に医学的弱者 （免疫不全患者やその他在宅

でも医療的ケアを要する患者）が外来を受診したり、入院

診療を受けたりするところである。 

成人では患者本人だけの受診が可能なことも多いが、特に

小児患者は保護者が付き添って受診するケースがほとん
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3) 国内感染拡大期（特にデルタ株流行期、オミクロン株流行期） 

当センターでも国内及び都内の感染者数の増加に並行して、入院要請数も増加し

た。デルタ株流行期（2021 年 7 月以降）においては、従来型の SARS-CoV-2 によ

る感染と比較して、隔離のための入院や無症状病原体保有者の入院などに医療的資

源を投じることが徐々に非現実的な状況となり、また小児では家族内感染が多いこ

とからも、自宅療養で管理する患者数が増加した。一方で、日本国内全体の患者数

が増加するに伴い、医学的にも入院適応になる患者数が増加し、これに伴い抗ウイ

ルス薬（レムデシビル）や抗体医薬（カシリビマブ/イムデビマブ、ソトロビマブ）

を要する患者が増加した。この傾向は、オミクロン株流行期以降 （2022 年 1 月以降）

に顕著となり、当センターでも第７波で過去最高の受け入れ患者数を更新するなど、

病床の確保が困難となった（図 1）。 

これには小児人口特有の他の感染症の流行 （例 ：2021 年夏季の RS ウイルス感染

症の流行）の増加も影響した。インフルエンザとの同時流行が昨冬には懸念された

が、インフルエンザ以外にも入院の契機となる感染症は多数あり、今後も新興感染

症の流行時に他の感染症が流行した場合の surge capacity については想定しておく

必要がある。 

どである。そのため、ゲート管理を行い、病院建物内に入

る前の検温や体調確認を行った。また 2 歳以上の小児には、

医療機関という特性を踏まえて、原則マスク （サージカル

マスク）の着用を依頼した 33。 

在 宅 診 療 へ の 支 援 

体制の確立 

 

医療的ケア児の電話診療や在宅での診療体制を構築した 
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また、成人向けの集中治療室を要さない当センターでは成人や妊婦の内科的重症

管理が困難であるため、特に妊産婦の患者が重症化した場合に、どのように診療に

当たるかについて非常に苦慮した。特にデルタ期においては、高齢者や基礎疾患を

有する成人患者の入院施設でも医療提供体制が逼迫したことや、妊婦という特殊な

患者層の重症患者を受け入れることのできる医療機関がほとんどないことが原因で、

転院調整がなかなかできない事例が複数存在した。入院調整機能を果たしていた保

健所も多忙を極め、機能不全に陥っていた状況であり、病院間調整を積極的に行っ

た。別の視点から見れば、COVID-19 の受け入れを積極的に行っていた他の医療機

関における小児用病床が成人用に置き換わったことで、必然的に当センターへ入院

依頼が増加したとも言えよう。妊産婦や小児といった特定の患者群においては、二

次医療圏を超えた、都道府県単位、場合によっては隣接する都道府県との連携体制

をもつ必要があろう。 

 また 「COVID-19 に関する情報」は、国内流行初期から言われていたが、フェイ

クニュースに惑わされることが多くなり、インフォデミック（infodemic）、すなわ

ちソーシャルメディアなどインターネットを通じて、真偽不明の情報が大量に拡散

される現象に注意する必要がある。COVID-19 に関する小児 ・周産期医療に関する

信頼できる情報の公開や調査結果の公表など、当センターとして行ってきた項目を

図 2 および表 3 に示す。コロナ×こども本部のアンケート調査結果や COVID-19 

Registry Japan (COVIREGI)という国立国際医療研究センターが運営する日本最大

の COVID-19 関連レジストリを用いた研究結果、さらに小児や妊婦における感染対

応や COVID-19 関連の薬剤情報について HP 等で公開した。また、表 4 に特にこの

時期に追加して実施した項目についてまとめた。 
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表 3. 当センターからの COVID-19 関連の調査報告等 

調査報告 

"基礎疾患のある 12 歳以上の

小児 ・若年成人の患者さん対象

" 新型コロナワクチン接種後

の 「副反応疑い症状」と 「抗体

価」の実態解明 

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

1012.html 

 

"デルタ株・オミクロン株流行

期の妊婦新型コロナ患者"実態

解明  

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

0926.html 

小児コロナ入院患者における

症状などを "デルタ株流行期"

と"オミクロン株流行期"で比

較  

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

0812.html 

 

国内最大の新型コロナウイル

ス感染症レジストリを使って 

デルタ株流行期の"小児コロナ

患者"の実態を解明 

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

220125.html 

 

国内最大の新型コロナウイル

ス感染症レジストリを使って"

妊婦新型コロナ患者"の実態を

解明 

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

220118.html 

 

新型コロナウイルスによる受

診控えで患者の病状が悪化す

るケースも ～適切なタイミン

グで、必要な医療の提供が重要

～ 

https://www.ncchd.go.jp/press/2020/20201208.html 

コロナ禍の子どもの心の実態

調査 摂食障害の「神経性やせ

症」が 1.6 倍に 

https://www.ncchd.go.jp/press/2021/211021.html 

2021 年度コロナ禍の子どもの

心の実態調査 摂食障害の「神

経性やせ症」がコロナ禍で増加

したまま高止まり 

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

1117.html 

 

国内最大の新型コロナウイル https://www.ncchd.go.jp/press/2021/ 
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ス感染症レジストリを使って"

小児コロナ患者"の実態を解明 

210910.html 

 

コロナ禍で医療従事者のビタ

ミンＤ欠乏が顕著 

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

220311.html 

 

コロナ×こどもアンケート （全

７回） 

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/20220323.html 

https://www.ncchd.go.jp/press/2021/ 

211117.html 

https://www.ncchd.go.jp/press/2021/ 

210525.html 

https://www.ncchd.go.jp/press/2021/ 

20210210.html 

https://www.ncchd.go.jp/press/2020/20201201.html 

https://www.ncchd.go.jp/press/2020/ 

pr_20200818.html 

https://www.ncchd.go.jp/press/2020/ 

pr_20200622.html 

新型コロナウイルスと子ども

のストレスについて 

https://www.ncchd.go.jp/news/2020/ 

20200410.html 

妊婦さんの新型コロナウイル

ス感染症について 

https://www.ncchd.go.jp/hospital/about/ section/ 

perinatal/bosei/covid_bosei_kusuri.html 

妊婦さんの新型コロナウイル

ス感染症について‐慢性疾患

をお持ちの妊婦さんへ‐ 

https://www.ncchd.go.jp/news/2020/ 

20200420_4.html 

新型コロナウイルス感染症と

母乳育児について 

https://www.ncchd.go.jp/news/2020/ covid19_ 

bonyu.html 

妊婦と 2 歳以下の子の母親の

新型コロナワクチン接種意向

に関するインターネット調査 

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

1125.html 

低い世帯所得が医療の受診控

えにつながる可能性 ～コロナ

禍においても、平時同様の傾向

が見られた～ 

https://www.ncchd.go.jp/press/2023/ 

0217.html 

新型コロナウイルスの増殖性

を立体臓器｢ミニ腸｣で検証 ～

デルタ株とオミクロン株の全

https://www.ncchd.go.jp/press/2022/ 

0512.html 
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く異なる特性を発見～ 

新型コロナウイルス感染者で

は気管支喘息の基礎疾患保有

率が有意に少ない ～アレルギ

ー患者では、新型コロナウイル

スが上皮細胞への侵入に用い

る受容体の発現が低下してい

る可能性～ 

https://www.ncchd.go.jp/press/2020/pr_20200602.htm

l 

コロナ流行下のこどもの食事

への影響に関する全国調査 

https://www.ncchd.go.jp/press/2021/210824.html 

公開講座 

子どもと妊婦さんのための新

型コロナウイルス感染症市民

公開講座 

https://www.ncchd.go.jp/news/2022/ 

0914.html 

成育移植セミナー2022 https://www.ncchd.go.jp/news/2022/ 

0907.html 

 

表 4. この時期に追加して実施した項目 

新型コロナワクチン接種体制 COVID-19 の診療を外来・入院ともに行い、通常の集中

治療や移植医療など高次医療機関としての役割も果たす

必要がある中で、小児に対する新型コロナワクチンが順

次適応拡大され、接種できるようになった。特に低年齢

になればなるほど、接種可能な場所が限定されるため、

12 歳以上の小児向け、5～11 歳向けの小児向けの新型コ

ロナワクチン接種を当センターで実施してきた。 

成人に対するワクチン接種と比較して、小児へのワクチ

ン接種では、プリパレーション（これから行う医療行為

について子どもの発達に合わせた事前の説明や配慮を行

うこと）や安全な予防接種実施のためにより多くの人的

資源が必要であった。 

オンライン診療 COVID-19 による隔離期間に関する国の方針が変化する

中で、保健所との調整の上、早期退院した後の Web を利

用した診療継続体制の構築を行った。 
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4) 行政機関（保健所を含む）との連携について 

COVID-19 対応を通して、保健所を含む行政機関とのやり取りは極めて重要であ

った。特に COVID-19 については、感染症法や検疫法などの法的枠組みから、指定

感染症をへて、新型インフルエンザ等感染症としての移行があり、届出基準も変遷

してきた。2023 年 5 月 8 日以降は 5 類感染症へと移行し、届出についても定点サ

ーベイランスへと移行する方針が示されている 34。 

 

① 法律に基づく感染症の届出について 

小児および周産期に特化した内容ではないが、これまで感染症法に基づく対象疾

患の届出は FAX を介したアナログな方法で行っていた。今回の COVID-19 対応で

は、HER-SYS というシステムを立ち上げ、電子的に届出が処理できるという点で非

常に評価できるものである。ただし、本システムはあくまで COVID-19 の届け出の

みが可能なものであり、届出システムの電子化を今後の新興感染症を含めて、全て

の届出感染症について進めていくことが必要であろう。 

 

② COVID-19 に対する医療全体が「成人」中心の体制構築である問題点 

本稿執筆時点で波の大小はあれ、大きく 8 つの波を乗り越え、現在に至っている。

当初から小児は①感染しにくい、②重症化しにくい、という特徴を指摘されてきた

こと、さらに実際に COVID-19 流行の主体は成人であること、重症化しやすい患者

は高齢者や基礎疾患を有する成人が中心のため、ほぼ全ての医療体制や連携体制の

構築や議論が成人中心になっており、小児や妊婦の対応・体制に関して十分に検討

されていたとは言い難い。そのため、医療機関が主体的に連携体制を構築せざるを

得なかった状況がある。将来、小児が流行の中心になりうる新興感染症対策を考慮

する上でも、特殊な年齢層や患者層における医療体制や連携体制も議論し、平時か

ら有事を想定した訓練（机上訓練を含む）を行っておく必要がある。さらにそれら

は病院レベルの医療機関だけでなく、病院と診療所、さらに保健所や郡市区医師会

といった地域医療におけるキープレーヤーの間で、共通言語を用いて体制づくりを

行う必要がある。これらを実現するためには、感染対策向上加算でできたネットワ

ークを有効かつ効率的に活用していく必要があるであろう。 

 

③ 新型コロナワクチンの接種体制をレガシーに 「定期接種」でも利便性に配慮した

仕組みへ 

新型コロナワクチンは SARS-CoV-2 という新興感染症の 1 病原体に対して、一定

期間のうちに最も多くの人に接種されているワクチンであろう。内閣官房の HP に

よると、2021 年 2 月 17 日の接種開始以降、2023 年 3 月 9 日公表時点で総接種回
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数が実に 3 億 8 千万回以上に及んでいる。元々、プレパンデミックワクチンという

概念や特定接種や住民接種という概念は、新型インフルエンザ等感染症対策の中に

存在していた。実際に今回の COVID-19 対策を実行する上で、新型コロナワクチン

の接種体制の構築が大きな軸になったのは間違いない。そのうちの一つとして、市

区町村や都道府県の枠を超えて、日本全国どこでも公費で新型コロナワクチンを接

種できる仕組みが実装されたということは極めて重要な点である。風しん第５期の

定期予防接種でも類似した仕組みが適応されてきたが、これらを小児の定期予防接

種においても実行することができれば、働く親の世代に対する利便性増加とともに、

医療機関における業務軽減にもつながり、ひいては定期予防接種率のさらなる向上

にも貢献することと確信する。コロナ禍において世界的に定期予防接種率の低下は

懸念事項であり、with/post コロナ時代においても、日本が先進国としてワクチン接

種をリードしていくことは極めて有意義かつ重要である。 

 

④ その他の課題のまとめ 

A. 医療全体における課題 

(ア) 地域連携（加算要件をうまく活用するべきである）平時からの顔の見える

地域連携体制を構築しておくことは、有事にいてスムーズな診療連携体制

を構築するためにも重要で有り、診療報酬上の加算要件を上手く活用する

ことが求められる。 

(イ) 日本も電子カルテシステムが浸透している状況ではあるが、病院ごとに導

入されているシステムは異なる。病診連携や病病連携という言葉はよく聞

くが、電子カルテシステムを患者の医療情報として、日本全国どこの医療

機関を受診しても患者情報が共有できるよう、電子カルテシステムの標準

化や個人情報保護を踏まえた情報共有のあり方に関する議論を進めていく

ことが必要である。 

(ウ) 日本でもこれまで様々な健康危機 （health emergency）に直面してきた。今

回の COVID-19 はその一例にすぎない。新興感染症だけではなく、自然災

害 （地震や洪水、土砂災害も含む）、放射線災害、化学災害などの健康危機

管理事案をオールハザードとして捉えて事前準備と対応を行っていくこと

が、これからの医療全体を考える上でも重要である。 

 

  B. 外来診療における問題 

パンデミックによる医療アクセスの需要が急激に増加・変化することにより、

COVID-19 対応に要する人的、金銭的、物的負担が増加した。個人防護具を着用

して厳密な感染対策をとりながら、診療を行うことは医療従事者に対する負担に

もなり、必然的に非効率的となった。 
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C.入院診療における問題 

パンデミックによる医療アクセスの需要が急激に増加・変化すると共に、免疫

逃避による新型コロナワクチンの効果の低下や SARS-CoV-2 そのものの病原性

や感染性の変化により、小児や周産期患者の増加にもつながった場合に、現実的

にどの程度現場で対応可能か、ということのシミュレーションは十分にできてい

ない。特に、医療的ケア児などの看護度の高い入院患者が増加した際には現場ス

タッフへの負担だけでなく、厳重な隔離が必要な患者が悪気なく部屋から出てき

てしまうことなど、小児特有の問題でもリスクや負担になる。 

成人領域では今回の COVID-19 のパンデミックによる患者増加に伴い、基幹病

院と後方支援病院や施設の連携を取る仕組みが形成されたが、小児領域は議論が

進まなかった。次なるパンデミックが小児中心の流行になった場合に備えてシミ

ュレーションを行う必要がある。 

 

D.在宅診療における問題 35 

小児の COVID-19 対応において、最も悩ましいことの一つに医療的ケア児が

COVID-19 に罹患した場合や、保護者が COVID-19 に罹患し、濃厚接触者とし

ての対応を余儀なくされた場合の対応であった。我が国の医療的ケア児数は、増

加の一途を辿り、2018 年時点では約 2 万人、人工呼吸器管理を要する患者は

4000 人以上にのぼる 36。地域差はあるものの、こうした児への対応は、今後も

ますます増えていくことが予想される。障害の有無に関わらず全ての患者は

Wellbeing であるべきで、それには在宅診療と病院、福祉施設や保健施設、自治

体の連携・情報共有が重要となり、COVID-19 対策の視点でも、診療の実務を

担う医療現場と社会資源をどのように役割分担するのかをあらかじめ決めてお

く必要がある。 

 

5) 研究所における新型コロナウイルス感染症 

①研究所活動維持の取り組み 

COVID-19 の流行により、 国立成育医療研究センター研究所も大きな影響を受けた。

研究所における人流は研究所内に留まらないことから、研究所における感染防止はセ

ンター全体の活動を維持する上でも重要である。また研究所の特徴として、医療従事者

のみでなく、専門性や年代など多様な人々が活動している、という点が挙げられる。そ

のため、基本的な感染予防対策に関する情報の提供とその周知、そして予防対策が継続

されることが重要と考えられた。研究所における新型コロナウイルス対応の新たな予

防対策の例として、出入り口付近における足踏み式消毒液スタンドの設置、各研究部室

における消毒用エタノール噴霧器の補充、トイレ内洗面台に次亜塩素酸塩含有噴霧器
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の設置、などが行われた。また、多くの会議・セミナーは Web 会議システムが活用さ

れたため、Web 会議の利便性向上を目的として、所内共有スペースに 「Web 会議ブー

ス」が設置された。 

新規感染者数が急増した 2022 年 1 月には、研究所における感染状況の把握と対応強

化を目的として、研究所員によるインフェクションコントロールチーム(研究所 ICT)が

構成された。研究所 ICT は独自に作成した報告書様式を運用しながら、感染者・濃厚

接触者の状況を迅速 ・正確に把握した上で適切な対応につなげることで、感染拡大を可

能な限り抑えることを目指し活動した。研究所職員への対応については、病院における

対応との一体性確保に努め、必要に応じて病院感染防御対策室とも情報交換を行いな

がら対応方法の検討が進められた。感染者や濃厚接触者の出勤停止で研究活動継続が

一時的に困難になった部署も見られた。一方で、研究に関する情報交換やセミナーの実

施に関しては迅速にオンライン化を進め、また、病院に準ずる形で、感染対策に十分配

慮したうえで研究活動を継続できるように努めた。動物実験室と RI 管理室についても

職員が連絡を取り合って問題なく管理を行った。 

COVID-19 の出現は、感染予防に対する意識向上や予防策の実践経験を研究所員にも

たらした。今後の日常生活や研究活動の中でこれらの経験を生かし続けることは、新た

な感染症流行時においても研究活動を維持できる組織を作ることにつながるものと思

われる。 

 

②新型コロナウイルスの診断 

国立感染症研究所の 2019-nCoV 検査マニュアル病原体検出マニュアル（2019-

nCoV20200318v2.pdf (niid.go.jp)）発出を受け、2020 年 4 月には研究所内でいち早く

新型コロナウイルスの核酸増幅法による診断が可能な体制を整えた。COVID-19 の重

症度や病原性について不明な点が多かった 2020 年前期は、安全性の懸念からウイルス

を不活化した検体や核酸の扱いのみであっても、『研究所内で COVID-19 の検体を扱

うこと』、に対する否定的な意見や風評被害も見られた。検査の実施自体はより迅速か

つ簡便で、保険収載されている検査試薬の普及に合わせて病院検査へと移行した。 

 

③社会医学研究 

COVID-19 流行とそれに伴う社会情勢の変化がこどもに与えている影響は大きい。

研究所では、新型コロナウイルス感染症がこどもの健康に与える影響を継続的に調査

した。社会医学研究部では病院職員やセンタ―外の有志メンバーと共に 「コロナ×こど

も本部」を立ち上げ、新型コロナ流行期のこどもと保護者の生活と健康の現状を明らか

にする 「コロナ×こどもアンケート」を実施し、問題の早期発見や予防 ・対策に役立て

ること、こどもたちと保護者の安全 ・安心につながるような具体的な情報を発信する活

動を行った （図 2、表 3）。本活動からは、コロナ禍のように情勢が刻一刻と変化する中
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で、課題の優先順位をつけ迅速に対応策が遂行されるには、平時から子どもたちを身

体 ・心理 ・社会的健康を含めて包括的に経時的に把握していける体制、および、必要時

は迅速にこどもや保護者のニーズを把握できる体制の整備が必要であることが分かっ

た。 

 

④自然科学研究 

国立成育医療研究センターでは新型コロナウイルス感染症に関する自然科学研究が

行われた。COVID-19 は消化器症状も高頻度に認められ、鼻咽頭検査でウイルス RNA

陰性となった後も便検査で持続的にウイルス陽性を示したとする報告もあった。成育

では ES 細胞から創成するミニ臓器研究が活発に進められている。SARS-CoV-2 侵入に

必須な因子である ACE2 や TMPRSS2 タンパク質が、ヒト小腸モデルのミニ腸で生体

小腸と同様に発現していた。横浜市立大学医学部の梁明秀教授のグループと共同研究

を開始し、武漢株からオミクロン株の各ウイルス株による感染試験と感染動態解析を

一気に進めることができた 37。ウイルスをミニ腸に感染させウイルスの増殖効率を経時

的に調べた結果、株間での感染率はまさしく臨床での報告と同様であった。また、武漢

株やデルタ株に感染させたミニ腸では、感染に伴う細胞傷害関連分子や炎症性サイト

カインの分泌が認められたが、オミクロン株ではそのような現象は観察されなかった。

このことはデルタ株と比べてオミクロン株は腸管に感染しにくく、また感染に伴う細

胞傷害や炎症も起こりにくいことを示唆していた。SARS-CoV-2 感染ミニ腸の粘膜上

皮細胞では、複数の隣接する細胞群でウイルス増殖が認められたが、単独で感染してい

る細胞はほとんど観察されなかった。これは、腸管組織においてウイルスは水平方向へ

伝播することを示唆し、とくにデルタ株では、ウイルスに感染した上皮細胞は細胞融合

を起こして互いに集積しており、細胞-細胞間感染により感染が拡大していると考えら

れた。そして、デルタ株感染後に、SARS-CoV-2 に対する中和抗体を投与したところ、

ウイルスの水平方向への拡がりが阻止されるとともに、感染細胞数が顕著に減少した。

ミニ腸は、生体内におけるウイルス感染ダイナミクス、および宿主応答を再現できる革

新的なヒト臓器モデルであるとともに、新たな創薬研究にも有効活用できることが分

かった。今後も社会的要請の高い事象に対し、臨機応変に果敢に対応できるように成育

の研究力を高めていきたい。 

なお、COVID-19 に関連したウイルス学的・免疫学的研究の成果が充分に得られな

かった点については課題としては認識すべきと考えられる。予期されぬ新興感染症の

脅威に対して、基礎研究 ・橋渡し研究を実施するにはハード面の障壁も高かった。今後

当研究所が取り組める事業として、バイオセーフティレベル３ （BSL-3）相当の病原体

を取り扱える感染症関連研究室の整備、病院と連携した橋渡し研究の充実があげられ

る。臨床研究に対して、倫理申請書やデータベースのフォーマットの必要性が叫ばれて

いる様に、研究所でも平時より感染症に関連した研究計画のひな形を整備するなどし
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て、COVID-19 パンデミックから得た教訓を生かしたい。 

 

4. Post-コロナ時代の小児・周産期医療に向けた 10 の提言 

 

Key points 

１) 必要な小児・周産期医療ができていたかの検証と今後の対策 

２）小児医療施設における工夫 

３）新型コロナワクチン接種の継続的な実施と小児のワクチン接種率向上のための機会提供

と啓発 

４）感染症対策を支援する医療体制の確立 

５）感染症の特性に合わせた行政の柔軟な対応 

６）医療機関においてもゼロリスクではないことの理解と許容 

７）風評被害対策 

８）人工知能（AI）とオンラインシステムを活用した post-コロナ時代の医療システムの抜

本的変革 

９）電子カルテの標準化とデータベース構築 

10）医薬品開発と産学官連携の充実 

 

1) 必要な小児・周産期医療ができていたかの検証と今後の対策 

COVID-19 パンデミックにより、一般外来が後回しにされ、必要な検査や手術件数

の減少、ICU 利用率の低下などが報告された。オミクロン株流行後（2022 年 1 月以

降）に報告されている小児の COVID-19 関連死亡者数は 54 例で 38、数的には 2017 年

～2020 年における小児の季節性インフルエンザ関連年間死亡者数と同等である 39。過

剰な感染予防対策を行うことで、救急医療を含めた診療体制が維持できず、救えるべ

き命が失われた可能性が懸念される。プライマリケア医療機関において小児の診療が

普通に受けられ、重症な小児患者が COVID-19 有無に関わらず直ちに搬送・診療でき

る小児医療・救急医療体制が必要である。そのためには各地域における医療機関同士

の連携体制を確立することに加え、感染対策指針、濃厚接触となった医療者への対応

に関する改定案の公的指針が必要である。5 類に移行された後も、一部の医師や医療

機関で COVID-19 への対応が行われない可能性も考えられ、有事における法的な根拠

やそれを支える仕組みも必要である。 

周産期医療においては、妊婦の過剰な受診差し控えが起こらないよう周知が必要で

ある 40。コロナ陽性妊婦の分娩に関しては 41、医療従事者に対する⾧時間暴露の懸念

から帝王切開を選択している施設が多いと思われる 42,43。5 類感染症へ移行した際に

は、従来の医学的適応に基づく分娩様式の選択に戻していく施設が増加し 44-46、経腟

分娩時のパートナーの同席の受け入れも普及してくると思われる 44。               
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コロナ陽性妊婦の産後マネジメントに関しては、感染対策と母子に対する健全なケ

アとのバランスが重要になってくる。新生児の新型コロナウイルス感染症における重

症化は稀であり 47,48、家族の理解、感染対策の教育、院内での伝播リスクを最小限にす

ることでこれらの育児ケアの推進が望まれる 49。 

 

2) 小児医療施設における工夫 

小児領域での感染管理を理解するには成人医療施設と異なる小児医療の特性 （外来受

診時や入院における親の面会 ・付き添いや、感染管理 ・医療安全上のリスクなど）を理

解することが重要である。一般的に小児看護は手間と時間がかかり 50、医療的ケア児の

増加も重なり、小児医療提供の環境は厳しい。身体 ・心理 ・社会的に健康であるという

観点から医療を提供する必要がある 51。⾧期入院の小児患者には、心や発達の問題への

対応、院内学級の整備、健全な発育 ・関係性の構築のため家族の面会許可など、様々な

課題があり、それらを総合して診ることが小児医療施設の使命でもある。COVID-19 パ

ンデミックの間、多くの成人医療施設では面会が禁止されてきた中、小児医療施設では

ある一定のレベルで面会や付き添いを続けた施設がほとんどであると思われる。そのよ

うな状況で院内での感染拡大を防ぐためには多職種が協働し、現場に則した感染管理を

考えていく必要がある。例えば、病院の入口を限定し、入口で行動歴、周囲の感染症発

生状況、接触状況などの聞きとりも含めた感染チェックの実施、ホームページやソーシ

ャルメディア、ポスター掲示、院内放送を活用しての周知などが行われてきた 52。今後、

これらの対策や面会 ・付き添い制限による感染予防効果に関する検証やエビデンスの蓄

積も必要である。 

 

3) 新型コロナワクチン接種の継続的な実施と小児のワクチン接種率向上のための機会

提供と啓発 

新型コロナワクチンは個人を守る観点からも集団を守る観点からも、コロナ対策の

カギである。COVID-19 に関してはワクチン接種が疾病負荷を落とすことにつなが

り、5 類感染症へ移行した後もワクチンを接種できる体制を担保し、国が費用を負担

するべきである。今後 COVID-19 に対する緩和策が進んでいく中、医療従事者におい

ては自分自身の身を守るという観点からも接種を継続していくことが強く推奨され

る。 

妊婦に対してワクチンの重症化予防効果を示唆する報告がある 28。妊婦の COVID-

19 の感染経路として家族内感染が多く、感染リスク低減のため妊婦本人だけでなくそ

の家族に対してもワクチン接種が推奨される 53。ワクチンを含め COVID-19 に対して

免疫を持つ同居者が増えれば家族内感染のリスクが減ることが示されている 54。 

12 歳未満のワクチン接種率は 2023 年 3 月上旬の時点で 20％未満と低値である 55。

これには接種機会の制限だけでなく、ワクチンの有用性や副反応のリスクに関する情
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報が十分に医師や患者家族に伝わっていないことも一因と考えられ、政府・学会・専

門施設・専門家からの正しい情報発信・啓発・広報活動が重要だと思われる。小児で

は定期接種や任意接種として多くのワクチン接種が推奨されている。そのため、新型

コロナワクチンがインフルエンザワクチン以外とは同時接種できない事も、ワクチン

接種控えに拍車をかけていると思われ、エビデンスに基づいたワクチン接種規定のさ

らなる検討が必要である。 

 

4) 感染症対策を支援する医療体制 

2020 年の調査によると、COVID-19 を診療する第二種感染症指定医療機関のうち、

感染症専門医が勤務しているのは 351 施設中 100 施設にすぎなかった 56。多くの小児

COVID-19 患者は小児専門施設で診療されているが、日本小児総合医療施設協議会に

加盟している小児医療施設 38 施設のうち「感染症科」を単独で標榜している施設は少

ない 57。数少ない感染症専門医の役割は、抗微生物薬適正使用支援プログラムと感染

対策、感染症診療に加え、感染に関連する職員対応も行うなど多岐にわたっている。

感染症専門医が感染症専門医として勤務でき、若手医師が感染症専門医を目指したい

と思え、各施設が感染症専門医を雇用したいと思えるような医療制度の構築を検討す

ることが急務である。日本感染症学会から感染症診療コンサルテーションに対する診

療報酬要望がでているが 58、数が少ない小児感染症専門医や専門看護師・薬剤師・検

査技師を含めた感染対策部門に対する支援体制も今後の大きな課題である。また慢性

的な経営困難状況にある小児診療に対して、抜本的な診療報酬改定を実施すること

で、余裕のある診療体制を構築すべきである。 

 

5) 感染症の特性に合わせた行政の柔軟な対応 

高度先進医療を期待される施設に、軽症あるいは無症状の小児 COVID-19 患者を入

院させることは医療者の負担を増加し、非 COVID-19 の小児患者に対する通常診療が

脅かされるだけでなく、小児の健全な発達を促すうえで心理的、社会的、教育的観点

からも大きな問題である。軽症あるいは無症状の小児 COVID-19 患者を診られる小児

医療保育施設、後方支援施設の設立に関して小児施設を中心に政府や都に訴えたがそ

の整備は進まず課題が残った。2023 年 4 月に子ども家庭庁が設立されることになり、

こどもまんなか社会に向けての一歩を踏み出した。健やかな小児医療の実現を目指す

べく、政府、各自治体、保健所、医療機関等が連携や情報共有を強化し、後方支援病

院や在宅診療における感染対策充実を行い、新興感染症パンデミック時に小児患者の

スムーズな受け入れが行えるような仕組みを、平時から具体的に検討しておくことは

重要である。パンデミックが始まり 3 年以上を経て 2023 年 5 月、5 類感染症へ移行

するが、よりよい小児医療の提供のため、成人と小児において感染症法上の分類を一

律にしないなどの柔軟な対応も考慮される。 
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6) 医療機関においてもゼロリスクではないことの理解と許容 

COVID-19 は感染力が強い上に感受性者が多く、インフルエンザ等と比較し高齢者

を中心とした重症化率・死亡率が高い特徴がある。ハイリスク患者が集まる医療現場

において、有意な接触があった医療従事者は濃厚接触者として勤務を控えざるを得な

いことが医療従事者不足に拍車をかけた。基本的な感染対策を継続しゼロリスクを求

めるものの現実的には困難である。 

2023 年 5 月より COVID-19 が 5 類感染症に移行するにあたり、感染症の院内持ち込

みリスクは上がることが想定される。感染対策を万全に実施してもゼロリスクにはな

り得ないことを社会全体が理解し、許容することが必要である。 

 

7) 風評被害対策 

決められた場所で最善を尽くすことが医療者の責務である。医療者のモチベーショ

ンを保ち、メンタルヘルスに対応するシステム作りも必要であり、その家族への配慮

も求められる。パンデミック初期の日本では、保育所で陽性者がでて非難されたり、

泣く子をあやし食事介助を行うなど、感染のリスクを受け止めながら献身的な看護を

行う保育者や医療者が差別や偏見の目で見られたりすることがあった 59, 60。最前線で

働く保育者や医療従事者、その家族に対して称賛の目で見ることもあった諸外国とは

対照的な状況であった。同様に学校では COVID-19 に関連するいじめや差別が問題に

なった 61。今回起こった風評被害を教訓として受け止め、今後同じようなことが起き

ないように社会における理解を深めていくことも次の新興感染症危機への備えとして

必要である。 

 

8) 人工知能（AI）とオンラインシステムを活用した post-コロナ時代の医療システムの

抜本的変革 

ワクチンの普及に伴い重症患者は減った一方で、軽症患者が急増し発熱外来を中心

とした外来診療に最も負荷がかった。救急搬送に時間を要するケースも多く、救急隊

が個別の病院に電話して受け入れ先を決めるシステムは非効率的である。各医療機関

の救急病院の空き状況をリアルタイムで把握できるようなシステムを構築することが

望まれる。例えば、AI を用いて、受け入れ先の割り振りを自動化するようなシステム

の検討などさらなる発展が必要である。医療資源の人的な不足を解決するためにオン

ライン診療が普及したことはパンデミックの思わぬ副産物の一つであるが、身体所見

も含めた直接の診察ができないため適切な診断治療の遅延も想定され、メリットとデ

メリットのバランスをよく見極める必要がある。 
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9) 電子カルテの標準化とデータベース構築 

今回のパンデミックでクローズアップされた問題として情報通信技術の整備の遅

れがある。FAX を用いた COVID-19 の発生届は、医療現場と保健所に多大な負担

を強いた。今後本邦でも共通の電子カルテシステムを使用し、さらにそのデータを

共有することでサーベイランスや研究へ活用することが望まれる。本邦では、

COVID-19 に関して複数のレジストリ 17,27,29、アンケート調査が乱立し、現場に負

荷がかかった。小児や周産期に関して COVID-19 レジストリを活用した論文は多数

発出されているが 4,9,62,63、その利便性や情報公開は限定されている。常にアップデ

ートされたレジストリの情報が公開され、研究申請書を提出することでそのデータ

を用いた臨床研究を行うチャンスを与える方法を 64,65、日本でも検討すべきである
30,66 

デジタル化が望まれる医療分野としてワクチン接種歴がある。母子手帳は日本が

誇る素晴らしいシステムであるが、子どもが成人となり就学や就業の際に、実家や

母親に問い合わせないとワクチン接種歴が得られないなど利便性に問題がある。マ

イナンバーカードが健康保険証として利用可能になることを契機に、ワクチン歴の

紐づけされることで解決されることを期待したい。ワクチン接種歴と医療情報を統

括管理することで、予防接種後の有害事象に関する疫学研究などを行っている欧米

諸国もある 67-73。 

日本でも新型コロナウイルスに限らずワクチンの副反応や COVID-19 罹患後症状

を調査するにあたりデータベースを構築し、有効性の高いデータが迅速に得られる

ようなシステム作りが急務であると思われる。 

 

10) 医薬品開発と産学官連携の充実 

今回のパンデミックにおいて諸外国と比べて臨床研究、あるいは薬剤や検査の開

発に対する意識が不十分で、COVID-19 に対する国産ワクチンと治療薬の開発とそ

の実用化の遅れが指摘された。国内の臨床データは科学的助言の質を担保し、自前の

医薬品の開発は医薬品の安定供給という観点からも重要である。ワクチンの開発 ・生

産体制の強化のためには、専門家 ・研究者の人材育成だけでなく薬の開発費用をある

程度国が負担し、企業などを支援するような体制作り、いわゆる産学官連携が重要で

ある。本邦において感染症に関する研究に対する予算は少なく、人材育成も不十分で

ある 68。基礎研究と臨床との連携不足、検体利活用においても研究者と臨床医の共通

プラットフォームの欠如、マンパワー不足に伴う同意書獲得の障壁も重なり、検体利

活用は困難であった。国民に対して多大な健康被害を及ぼすような新興感染症のパ

ンデミックが起こった際の検体利活用や第三者への情報・検体提供に関する仕組み

を見直す必要があると思われる。 
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5. おわりに 

 

2019 年末に始まった COVID-19 は国立成育医療研究センター病院 ・研究所に多大な影響

を及ぼした。2023 年 3 月になり、COVID-19 患者がようやく減少してきている。COVID-

19 の流行した 3 年 4 か月の⾧きにわたり、当センターでは患者さんと職員の感染対策等を

厳格に実施し、通常の診療 ・研究活動を継続することが困難な状況に陥ったにもかかわらず、

職員の高い意識と適切な行動により、診療 ・研究活動を継続することができた。ここに改め

てセンター職員全員の尽力に感謝する。COVID-19 流行初期には、診療に関するアドバイ

スを与えてくれた北京大学チーム、N95 マスクやガウンなどの貴重な医療資源を御寄付下

さった世界中の友人 ・個人 ・企業の皆さま、輸血不足時に寒い中遅くまで御尽力いただいた

世田谷区民の皆さま、医療連携でお世話になった連携病院の先生方、小児周産期医療を支え

てくださった医師会の先生方、保健所、世田谷区、東京都、関係各省庁の皆さま、また

COVID-19 対策として助成金をいただいた J-Coin 基金、いのちとこころを守る SOS 基金、

LOVE POCKET FUND、日本財団の皆さまに心より感謝する。また COVID-19 の中でセ

ンターでの検査 ・治療を頑張ってくれた子どもたち、妊産婦さん、ご家族の皆さまに改めて

お礼を申し上げる。2023 年 3 月の時点で COVID-19 は完全に終息していないが、本総括と

提言が、将来必ず来るであろう新しい感染症等の危機管理の糧となることを願うとともに、

私どもセンター職員はどのような状況にあっても一丸となってこれからも診療・研究活動

に鋭意努力 ・挑戦する所存である。国立成育医療研究センターへのご支援とご協力を心より

願う。 

 

病院⾧  笠原群生 

研究所⾧ 梅澤明弘 
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